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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次  
第31期
第３四半期
累計期間

第31期
第３四半期
会計期間

第30期

会計期間  
自平成20年４月１日
至平成20年12月31日

自平成20年10月１日
至平成20年12月31日

自平成19年４月１日
至平成20年３月31日

売上高 （千円） 6,673,473 2,262,517 9,923,410

経常利益又は経常損失（△） （千円） △12,281 16,586 △283,635

四半期純利益又は四半期（当期）純損

失（△）
（千円） 40,463 △13,602 △902,133

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） － 388,153 388,153

発行済株式総数 （株） － 8,916 8,916

純資産額 （千円） － 463,190 435,349

総資産額 （千円） － 7,506,799 7,775,597

１株当たり純資産額 （円） － 51,950.50 48,827.86

１株当たり四半期純利益金額又は四半

期（当期）純損失金額（△）
（円） 4,538.31 △1,525.63 △101,181.47

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － －

自己資本比率 （％） － 6.2 5.6

営業活動による

キャッシュ・フロー

 

（千円）
281,081 － 299,621

投資活動による

キャッシュ・フロー

 

（千円）
△161,849 － △652,068

財務活動による

キャッシュ・フロー

 

（千円）
△195,370 － 122,929

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高
（千円） － 279,856 355,995

従業員数 （人） － 165 195

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　３．第31期第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため、また、第31期第３四半期会計期間及び第30期の潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期（当期）純損失である

ため記載しておりません。

　４．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期会計期間において、当社グループ（当社及び当社の非連結子会社１社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 165 (804)

　（注）従業員数の（　）外書きは臨時雇用者数を示し、総労働時間を１日7.5時間／人（当社就業規則による実働時間）

換算で算出したものであります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社は最終消費者に対する飲食業及び物販業を主に行なっているため、該当事項はありません。

(2）仕入実績

　当第３四半期会計期間の仕入実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別

 当第３四半期会計期間

（自　平成20年10月１日

  　至　平成20年12月31日）

 フランチャイジー事業      

  ミスタードーナツ （千円） 199,922

  モスバーガー （千円） 34,691

  ザ・どん （千円） 7,247

  焼肉五苑 （千円） 21,131

  アフロディーテ （千円） 4,944

  おむらいす亭 （千円） 8,949

  ドトールコーヒーショップ （千円） 2,685

  はなまるうどん （千円） 20,410

  暖中 （千円） 45,544

  北前そば高田屋 （千円） 26,474

  情熱ホルモン （千円） 6,849

  暖中地区本部 （千円） 1,674

  飲食小計 （千円） 380,526

  ＴＳＵＴＡＹＡ （千円） 264,408

  スペースクリエイト自遊空間 （千円） 22,840

  セリア生活良品  （千円） 23,498

  物販小計 （千円） 310,746

  宝くじ  （千円） 47,508

  ウェルネス小計  （千円） 47,508

 フランチャイジー事業計 （千円） 738,781

 オリジナルブランド事業      

  かつてん （千円） 43,855

  ＣＡＦＥ´Ｓｔａ （千円） 1,133

  キッチンワン （千円）　 3,800

  焼肉家族やき道楽 （千円）　 8,808

  飲食小計 （千円） 57,598

  ＢＯＯＫ・ＮＥＴ・ＯＮＥ （千円） 127,315

  ＮＥＴ・ＯＮＥ （千円） 15,835

  物販小計 （千円） 143,150

 オリジナルブランド事業計 （千円） 200,748

合計 （千円） 939,530

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3）販売実績

　当第３四半期会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別

 当第３四半期会計期間

（自　平成20年10月１日

  　至　平成20年12月31日）

 フランチャイジー事業      

  ミスタードーナツ （千円） 646,985

  モスバーガー （千円） 78,931

  ザ・どん （千円） 18,801

  焼肉五苑 （千円） 48,975

  アフロディーテ （千円） 11,276

  おむらいす亭 （千円） 26,105

  ドトールコーヒーショップ （千円） 6,268

  はなまるうどん （千円） 53,653

  暖中 （千円） 128,847

  北前そば高田屋 （千円） 80,820

  情熱ホルモン （千円） 17,874

  暖中地区本部 （千円） 3,438

  飲食小計 （千円） 1,121,979

  ＴＳＵＴＡＹＡ （千円） 473,698

  スペースクリエイト自遊空間 （千円） 140,961

  セリア生活良品  （千円） 28,894

  物販小計 （千円） 643,554

  リラックス  （千円） 30,307

  宝くじ  （千円） 52,541

  ウェルネス小計  （千円） 82,848

 フランチャイジー事業計 （千円） 1,848,383

 オリジナルブランド事業      

  かつてん （千円） 115,259

  ＣＡＦＥ´Ｓｔａ （千円） 2,589

  キッチンワン （千円）　 11,615

  焼肉家族やき道楽 （千円）　 18,637

  飲食小計 （千円） 148,102

  ＢＯＯＫ・ＮＥＴ・ＯＮＥ （千円） 229,575

  ＮＥＴ・ＯＮＥ （千円） 36,455

  物販小計 （千円） 266,031

 オリジナルブランド事業計 （千円） 414,133

合計 （千円） 2,262,517

　（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．上記「ＢＯＯＫ・ＮＥＴ・ＯＮＥ」には、フランチャイザー売上高63,090千円含まれております。
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２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、新たに締結又は決定した経営上の重要な契約等はありません。

 

３【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

（1）業績の状況

　当第３四半期会計期間のわが国経済は、米国サブプライム問題に端を発した世界的な金融危機の影響や急激な円高

等の影響により、企業収益の悪化が鮮明となり、消費者はより一層生活防衛意識を高めており、先行きの不透明感が

増しております。

　当社の事業地盤としております北海道・東北地方におきましては上記の状況はより深刻さを増しており、老舗と呼

ばれる企業の相次ぐ倒産により力ない市場が不安を広げており、 特に、飲食業態は商品価格の高騰や産地偽装問題

により消費者の購買意欲や外食の機会を遠のかせております。

　このような状況のもと、当社においてはミスタードーナツ業態における下期の連続的な新商品投入効果による売上

高の増加、モスバーガー業態においてはモスバーガー苫小牧店が「モスチキンクリスマスキャンペーン」において

「日本一」を獲得するに至りました。さらに、断続的に業績の向上と社業の発展に総力を傾注し、営業店舗において

はお客様に支持される店舗を作り上げるため、Ｑ（クオリティ）・Ｓ（サービス）・Ｃ（クリンリネス）・Ｔ（ト

レーニング）・Ｍ（マネジメント）を心掛けて運営して参りました。 　

　店舗展開におきましては、オリジナルブランド事業であり新業態であります「焼肉家族やき道楽」１店舗及び「Ｎ

ＥＴ・ＯＮＥ」１店舗の出店を行ないました。これにより、22業態118店舗となりました。また、エリアフランチャイ

ザーとしてはＢＯＯＫ・ＮＥＴ・ＯＮ加盟店１店舗の出店、１店舗の加盟契約満了に伴う解除をしたことにより加

盟店舗数11店舗となり、暖中業態加盟店舗数１店舗と合わせて12店舗の運営指導を行っております。さらに、ミス

タードーナツ３店舗のリニューアルを致しました。

　以上の結果、当第３四半期会計期間の売上高は2,262百万円、営業利益11百万円、経常利益16百万円となりました。ま

た、店舗閉鎖損、有価証券評価損等を計上した結果、四半期純損失は13百万円となりました。

　当第３四半期会計期間末の総資産は前事業年度末の7,775百万円に比べ268百万円減少し、7,506百万円となりまし

た。この主な要因は借入金等の有利子負債の返済により現金及び預金が122百万円減少したこと等によるものであり

ます。

　また、純資産は前事業年度末と比較して27百万円増加し、463百万円となりました。この主な増加の要因は四半期純

利益40百万円の計上により利益剰余金が40百万円増加したためであります。

（2）キャッシュ・フローの状況 

　当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前事業年度末に比べ76百万円減少し、279百万円と

なっております。

　当第３四半期会計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、159百万円となりました。これは主として、売上債権の増加90百万円及びたな卸資

産の増加32百万円等があったものの、非資金項目である減価償却費143百万円及び仕入債務の増加141百万円等によ

るものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果支出した資金は、73百万円となりました。これは主として、敷金及び保証金の回収等その他投資の

増減65百万円があったものの、有形固定資産の取得による支出139百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

     財務活動の結果支出した資金は、29百万円となりました。これは主として、長期借入金の借入による収入444百万円

があったものの、長期借入金の返済による支出413百万円及び社債の償還による支出60百万円によるものでありま

す。

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。

　（4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期会計期間において、前四半期会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 34,620

計 34,620

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成20年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,916 8,916ジャスダック証券取引所 －

計 8,916 8,916 － －

 （注）「提出日現在発行数」欄には、平成21年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使によ

り発行されたものは含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

旧商法に基づき発行した新株予約権（ストックオプション）は、次のとおりであります。

①平成15年２月13日開催の臨時株主総会において特別決議された新株予約権（ストックオプション）の状況

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数（個） 59

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）　　（注）１ 177

新株予約権の行使時の払込金額（円）　　　（注）２ 133,334

新株予約権の行使期間　　　　　　　　　　（注）３
平成17年３月１日から

平成22年２月28日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

 発行価格 　　　   　　　　133,334

資本組入額               　66,667

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．当社が株式の分割または株式の併合を行なう場合、目的となる株式数は分割または併合の比率に応じ、次の算

式により調整されるものとします。但し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない

新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行なわれ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切

り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併合）の比率

２．当社が新株予約権発行後、株式の分割または併合を行なう場合、払込金額は分割または併合の比率に応じ次

の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。
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調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

　また、当社が株式の時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除

く）または、自己株式の処分を行なう場合、上記払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生

じる１円未満の端数は切り上げます。

　なお、次の算式において「既発行株式数」は、当社の発行済株式総数（当社普通株式に係る自己株式数を除

く）をいいます。

    
既発行株式数＋

新規発行（処分）株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行（処分）株式数

３．新株予約権の行使の条件について

①新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社の取締役もしくは従業員の地位にあることを

要す。但し、任期満了による退任、定年退職その他取締役会が認めた場合はこの限りでない。

②新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権の目的たる株式にかかる株券が店頭売買有価証券として日本証

券業協会に登録された後または日本国内の証券取引所に上場された後６ヶ月の期間が経過するまで、本件新

株予約権を行使することができないものとする。

③新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認められないものとする。

④権利行使期間中に死亡した割当を受けた者の相続人は、１名に限り権利を承継することができる。但し、再承

継はできない。

⑤その他権利行使の条件については、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当

契約」に定めるところによる。

４．当社は、平成16年８月６日開催の取締役会決議に基づき、平成16年９月10日付をもって普通株式１株を３株

に分割しております。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予

約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されております。

②平成16年９月13日開催の臨時株主総会において特別決議された新株予約権（ストックオプション）の状況

区分
第３四半期会計期間末現在
（平成20年12月31日）

新株予約権の数（個） 166

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）　　（注）１ 166

新株予約権の行使時の払込金額（円）　　　（注）２ 134,000

新株予約権の行使期間　　　　　　　　　　（注）３
平成18年10月１日から

平成23年９月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格 　134,000

資本組入額　67,000

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）３

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）１．当社が株式の分割または株式の併合を行なう場合、目的となる株式数は分割または併合の比率に応じ、次の算

式により調整されるものとします。但し、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない

新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行なわれ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切

り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併合）の比率

　また、当社が他社と吸収合併もしくは、新設合併を行ない、新株予約権が承継される場合、または、当社が新設

分割もしくは、吸収分割を行なう場合、当社は、必要と認める株式数の調整を行なうものとします。
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２．当社が新株予約権発行後、株式の分割または併合を行なう場合、払込金額は分割または併合の比率に応じ次

の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

　また、当社が株式の時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除

く）または、自己株式の処分を行なう場合、上記払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生

じる１円未満の端数は切り上げます。

　なお、次の算式において「既発行株式数」は、当社の発行済株式総数（当社普通株式に係る自己株式数を除

く）をいいます。

    
既発行株式数＋

新規発行（処分）株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行（処分）株式数

３．新株予約権の行使の条件について

①新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても、当社の取締役もしくは従業員の地位にあることを

要す。但し、任期満了による退任、定年退職その他取締役会が認めた場合はこの限りでない。

②新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権の目的たる株式にかかる株券が店頭売買有価証券として日本証

券業協会に登録された後または日本国内の証券取引所に上場された後６ヶ月の期間が経過するまで、本件新

株予約権を行使することができないものとする。

③新株予約権の質入その他一切の処分は認められないものとする。

④権利行使期間中に死亡した割当を受けた者の相続人は、１名に限り権利を承継することができる。但し、再承

継はできない。

⑤その他権利行使の条件については、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する「新株予約権割当

契約」に定めるところによる。

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減
額（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年10月１日～

平成20年12月31日　
－ 8,916 － 388,153 － 424,003

 

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。  
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（６）【議決権の状況】

　　　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成20年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成20年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　8,916 8,916

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

端株 － － －

発行済株式総数 8,916 － －

総株主の議決権 － 8,916 －

 

②【自己株式等】

 平成20年12月31日現在

所有者の氏名ま
たは名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 142,000120,000109,00092,00090,00067,00073,00073,00068,000

最低（円） 115,000102,00082,00055,80057,50058,00052,00062,00055,000

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

 新役名  新職名  旧役名  旧職名  氏名  異動年月日

 専務取締役  －  常務取締役  －  清水清作 平成20年８月29日
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期会計期間（平成20年10月１日から平成20

年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表について、創研合同監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当社

では、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に

重要性が乏しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準　　　　 　0.26％

売上高基準　　　   2.10％

利益基準　　　     2.55％

利益剰余金基準　   2.50％
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成20年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,171,070 1,293,534

受取手形及び売掛金 339,625 233,273

商品 686,873 705,095

原材料 52,031 28,699

その他 252,997 232,921

貸倒引当金 △15,500 －

流動資産合計 2,487,098 2,493,525

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 2,104,324 2,127,045

工具、器具及び備品（純額） 551,829 548,191

土地 573,649 573,649

その他（純額） 43,451 44,296

有形固定資産合計 ※1
 3,273,254

※1
 3,293,182

無形固定資産 181,817 192,806

投資その他の資産

投資有価証券 243,167 292,602

長期前払費用 218,258 287,209

敷金及び保証金 1,043,586 1,155,565

その他 85,606 89,939

貸倒引当金 △27,850 △31,602

投資その他の資産合計 1,562,768 1,793,713

固定資産合計 5,017,840 5,279,702

繰延資産 1,860 2,369

資産合計 7,506,799 7,775,597
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成20年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 336,785 291,365

短期借入金 100,000 100,000

1年内返済予定の長期借入金 2,037,466 2,010,947

1年内償還予定の社債 160,000 290,000

未払法人税等 12,324 11,891

その他 438,773 489,189

流動負債合計 3,085,350 3,193,393

固定負債

社債 220,000 300,000

長期借入金 3,564,436 3,576,325

退職給付引当金 27,424 20,135

役員退職慰労引当金 － 75,408

その他 146,397 174,984

固定負債合計 3,958,258 4,146,854

負債合計 7,043,608 7,340,248

純資産の部

株主資本

資本金 388,153 388,153

資本剰余金 424,003 424,003

利益剰余金 △356,326 △396,789

株主資本合計 455,830 415,366

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 7,360 19,982

評価・換算差額等合計 7,360 19,982

純資産合計 463,190 435,349

負債純資産合計 7,506,799 7,775,597

EDINET提出書類

株式会社フジタコーポレーション(E03456)

四半期報告書

14/23



（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 6,673,473

売上原価 2,789,117

売上総利益 3,884,355

販売費及び一般管理費 ※1
 3,867,410

営業利益 16,944

営業外収益

受取利息 5,583

受取配当金 3,967

不動産賃貸料 69,046

受取保険金 28,448

その他 21,345

営業外収益合計 128,390

営業外費用

支払利息 92,611

不動産賃貸原価 43,440

その他 21,564

営業外費用合計 157,616

経常損失（△） △12,281

特別利益

前期損益修正益 ※2
 24,596

役員退職慰労引当金戻入額 75,408

特別利益合計 100,004

特別損失

固定資産除却損 5,395

貸倒引当金繰入額 12,850

店舗閉鎖損失 7,249

投資有価証券評価損 10,256

その他 208

特別損失合計 35,958

税引前四半期純利益 51,764

法人税、住民税及び事業税 11,300

法人税等合計 11,300

四半期純利益 40,463
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 2,262,517

売上原価 975,115

売上総利益 1,287,401

販売費及び一般管理費 ※1
 1,276,152

営業利益 11,248

営業外収益

受取利息 1,136

受取配当金 1,348

不動産賃貸料 23,775

受取保険金 18,139

その他 6,528

営業外収益合計 50,928

営業外費用

支払利息 24,136

不動産賃貸原価 14,496

その他 6,957

営業外費用合計 45,590

経常利益 16,586

特別利益

貸倒引当金戻入額 150

特別利益合計 150

特別損失

店舗閉鎖損失 6,766

投資有価証券評価損 10,256

前期損益修正損 ※2
 5,055

固定資産除却損 5,138

その他 97

特別損失合計 27,313

税引前四半期純損失（△） △10,577

法人税、住民税及び事業税 3,024

法人税等合計 3,024

四半期純損失（△） △13,602
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 51,764

減価償却費 406,177

投資有価証券評価損益（△は益） 10,256

退職給付引当金の増減額（△は減少） 7,288

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △75,408

貸倒引当金の増減額（△は減少） 11,747

受取利息及び受取配当金 △9,550

支払利息 92,611

社債発行費償却 508

有形固定資産除売却損益（△は益） 22,519

売上債権の増減額（△は増加） △106,351

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,658

その他の流動資産の増減額（△は増加） △3,042

仕入債務の増減額（△は減少） 69,607

未払消費税等の増減額（△は減少） 17,123

その他の流動負債の増減額（△は減少） △97,239

預り保証金の増減額（△は減少） △19,773

小計 373,580

利息及び配当金の受取額 19,273

利息の支払額 △96,058

法人税等の支払額 △15,714

営業活動によるキャッシュ・フロー 281,081

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △67,864

定期預金の払戻による収入 114,189

投資有価証券の取得による支出 △2,013

投資有価証券の償還による収入 20,000

有形固定資産の取得による支出 △344,296

有形固定資産の売却による収入 1,651

無形固定資産の取得による支出 △5

短期貸付金の増減額（△は増加） △4,095

長期貸付金の回収による収入 1,832

敷金及び保証金の回収による収入 70,948

その他 47,802

投資活動によるキャッシュ・フロー △161,849

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 1,379,300

長期借入金の返済による支出 △1,364,670

社債の償還による支出 △210,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △195,370

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △76,139

現金及び現金同等物の期首残高 355,995

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 279,856
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

会計処理基準に関する事項の

変更

　　たな卸資産については、従来、主として売価還元法による原価法によっておりました

が、第１四半期会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第

９号）が適用されたことに伴い、主として売価還元法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。

この変更に伴う損益に与える影響はありません。

 

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

１．たな卸資産の評価方法　 　当第３四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、一部商品において実地棚卸

を省略し、前事業年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する

方法によっております。

　また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについ

てのみ正味売却価額を見積もり、簿価切下げを行なう方法によっております。

２．一般債権の貸倒見積高の算定方

法　

　当第３四半期会計期間末の貸倒実績率等が前事業年度末に算定したものと著し

い変化がないと認められる為に、前事業年度末において算定した貸倒実績率等の

合理的な基準を使用して一般債権の貸倒見積高を算定しております。

３．固定資産の減価償却費の算定方

法　

　減価償却費について、予算に基づく年間償却予定額を期間按分し、期中の取得、売

却又は除却する固定資産の減価償却費の額を期間按分する方法によっておりま

す。

４．法人税等並びに繰延税金資産及

び繰延税金負債の算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税金控除項目を重

要なものに限定する方法によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境等、

かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前事業年度に

おいて使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっ

ております。

 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　該当事項はありません。
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【追加情報】

当第３四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日）

　（役員退職慰労引当金）

　　当社は、従来、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく要支給額を役員退職慰労引当金として計上してお

りましたが、平成20年８月29日開催の取締役会において、平成20年８月末をもって役員退職慰労金制度を廃止する旨の

決議を致しました。

　また、各取締役及び各監査役より退職慰労金全額の受取辞退の申し入れがあったことから、特別利益に「役員退職慰

労引当金戻入額」75,408円を計上しております。

 

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末
（平成20年12月31日）

前事業年度末
（平成20年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、3,407,075千円で

あります。　

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、3,389,608千円で

あります。　

　２　偶発債務

　　　従業員について、当社の福利厚生の一環として、金融機

関からの資金借入債務に対し債務保証を行なっており

ます。

　２　偶発債務

　　従業員について、当社の福利厚生の一環として、金融機

関からの資金借入債務に対し債務保証を行なっており

ます。

従業員（10名） 11,525千円 従業員（11名） 13,948千円

 

（四半期損益計算書関係）

当第３四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

従業員給料及び手当 1,453,546千円

※２　前期損益修正益の内容

店舗閉鎖損戻入額 24,596千円

当第３四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

従業員給料及び手当 475,367千円

※２　前期損益修正損の内容

店舗閉鎖損見積り計上不足額 5,055千円
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在）

現金及び預金勘定  1,171,070千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金等 △891,214

現金及び現金同等物 279,856

 

 

（株主資本等関係）

当第３四半期会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年

12月31日）

　１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　8,916株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　　該当事項はありません。

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

（有価証券関係）

　当第３四半期会計期間末（平成20年12月31日）

　当第３四半期会計期間末において重要な変動はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

　当第３四半期会計期間末（平成20年12月31日）

　当第３四半期会計期間末において重要な変動はありません。

 

（持分法損益等）

　当第３四半期累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期会計期間（自　平成20年

10月１日　至　平成20年12月31日）

　該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

　当第３四半期会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
（平成20年12月31日）

前事業年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 51,950.50円 １株当たり純資産額 48,827.86円

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第３四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 4,538.31円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額（△） △1,525.63円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失で

あるため記載しておりません。

（注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

 
当第３四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） 40,463 △13,602

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
40,463 △13,602

期中平均株式数（株） 8,916 8,916

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－ －

 

（重要な後発事象）

当第３四半期会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

　　　　当第３四半期累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　　　　　当第３四半期累計期間において重要な変動はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月13日

株式会社フジタコーポレーション

取締役会　御中

創研合同監査法人

 
代 表 社 員
業務執行社員

 公認会計士 前田　裕次　　印

 業務執行社員  公認会計士 桑原　茂樹　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社フジタコー

ポレーションの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第31期事業年度の第３四半期会計期間（平成20年10月１日

から平成20年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期財務

諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フジタコーポレーションの平成20年12月31日現在の財政状態、同日をもっ

て終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状

況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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